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社長が入れる労災保険のことなら 

『 葛 城 経 営 研 究 会 』 

詳しくは、06-6264-6543 まで！ 
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 従業員が負担する保険料は、被保険者資格を取得した日の属する月から喪失した日

（退職日の翌日）の属する月の前月まで発生し、事業主様は毎月の給与から前月分保険

料を控除することができます。（翌月控除の事業主様の場合） 

従業員の方が月の途中で退職した場合は、退職月の前月分の保険料を退職月の給与

から控除し、月末に退職した場合は、退職月の前月と退職月の２か月分の保険料を退職

月の給与から控除することができます。（翌月控除の事業主様の場合） 

また、賞与に対する保険料は、支給する賞与から控除することができますが、退職月に支給する賞与は月末に退

職する場合を除き、保険料控除の対象となりません。１２月に冬期賞与を支給する事業主様は、注意が必要です。 

【日本年金機構より】  

 

【集計結果の主なポイント】  

１ 定年制の廃止および 65歳以上定年企業の状況  

定年制の廃止および 65 歳以上定年企業は計 30,656 社（対前年差 2,115 社増加）、割合は 19.6％（同 0.9 ポイ

ント増加） このうち、(1)定年制の廃止企業は 4,064 社（同変動なし）、割合は 2.6％（同 0.1 ポイント減少）、 (2)65

歳以上定年企業は 26,592社（同 2,115社増加）、割合は 17.0％（同 1.0ポイント増加）  

【定年制の廃止企業】  

・ 中小企業では 3,983社（同 1社増加）、2.8％（同 0.1ポイント減少）  

・ 大企業では 81社（同 1社減少）、0.5％（同変動なし）  

【65 歳以上定年企業】  

 企業規模別に見ると  

・ 中小企業では 25,155社（同 1,968社増加）、18.0％（同 1.1ポイント増加）  

・ 大企業では 1,437社（同 147 社増加）、8.9％（同 0.7ポイント増加）  また、定年年齢別に見ると  

・ 65歳定年企業は 23,835 社（同 1,071 社増加）、15.3％（0.4 ポイント増加）  

・ 66歳以上定年企業は 2,757 社（同 1,044 社増加）、1.8％（同 0.7 ポイント増加）  

２ 希望者全員 66歳以上の継続雇用制度を導入している企業の状況  

       希望者全員が 66 歳以上まで働ける継続雇用制度を導入している企業は 8,895 社（同 1,451 社増加 ）、割合

は 5.7％（同 0.8 ポイント増加） 

・ 中小企業では 8,540社（同 1,393社増加）、6.1％（同 0.9ポイント増加）  

・ 大企業では 355社（同 58社増加）、2.2％（同 0.3 ポイント増加）  

 ３ 70歳以上まで働ける企業の状況  

70歳以上まで働ける企業は 35,276 社（同 2,798 社増加）、割合は 22.6％（同 1.4 ポイント増加）  

・ 中小企業では 32,779社（同 2,504社増加）、23.4％（同 1.3ポイント増加） 

    ・ 大企業では 2,497社（同 294社増加）、15.4％（同 1.5ポイント増加）  

【厚生労働省より】  

 

退職した従業員の保険料の徴収 

 
 
 
 
 

平成 29年高年齢者の雇用状況集計結果 

 
 
 
 
 


